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       主   文 

 

一 原告の請求をいずれも棄却する。 

二 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

         事実及び理由 

 



第一 請求 

一 被告は、原告に対し、別紙〈略〉記載の謝罪文を交付して謝罪す

るとともに、国会において、公式に謝罪せよ。 

二 被告は、原告に対し、一億二〇〇〇万円及びこれに対する平成七

年一月二八日から支払ずみまで年五分の割合による金員を支払え（遅

延損害金の起算日は、平成七年一月二七日付訴え追加的変更申立書の

送達日の翌日）。 

第二 事案の概要 

 本件は、一九二二年（大正一一年）生まれの韓国籍の女性である原

告が、第二次世界大戦中の約七年間にわたり、中国大陸でいわゆる従

軍慰安婦（以下単に「従軍慰安婦」という。）とされ、旧日本国軍隊

（以下「日本軍」という。）の兵士ら（以下「日本軍人」という。）

から暴行、強姦などの被害を受け、著しい肉体的精神的苦痛を被った

と主張して、被告である国に対し、主位的に、国際法及び民法に基づ

き、予備的に、〔１〕国会答弁等においていわゆる従軍慰安婦の制度

（以下「従軍慰安婦制度」という。）に対する日本軍及び被告の関与

並びにその強制連行性を否定する趣旨の発言がされたことにより原告



の名誉が毀損されたこと（名誉毀損）、〔２〕被告が従軍慰安婦制度

に関与した責任者を処罰する義務に違反してこれを放置したため原告

が処罰によって得られるべき内心の静穏な感情を侵害されたこと（処

罰義務違反）、〔３〕国会議員が戦後に原告を含む同様の境遇にあっ

た者に対し法律を制定して補償する義務に違反してこれを放置したた

めさらに被害の増大がもたらされたこと（立法不作為）を根拠として

国家賠償法に基づき、謝罪及び損害賠償を請求する事案である。 

第三 争いがない事実など判断の前提として認定される事実 

一 争いがない事実（資料に記載されていることが争いがない記載に

よって認められる事実を含む。） 

１ 昭和七年（一九三二年）のいわゆる上海事変に際して、日本軍人

による強姦事件が発生したことから、派遣軍参謀副長であった者の発

案により、その頃その地に創設された海軍のものにならって、醜業を

目的とするいわゆる従軍慰安所（以下単に「慰安所」という。）が設

置された。その頃までは、日本軍に慰安所ないしは従軍慰安婦という

制度は見られなかった。 

 その頃から終戦時まで、長期に、かつ広範な地域にわたり、慰安所



が設置され、数多くの従軍慰安婦が配置された。 

 当時の政府部内資料によれば、各地での慰安所の開設の理由は、日

本軍占領地域内で日本軍人が住民に対し強姦などの不法な行為を行

い、その結果反日感情が醸成されるのを防ぐ必要性があることなどと

されていた。 

２ 従軍慰安婦とされた人々の募集は、日本軍当局の要請を受けた経

営者の依頼により、斡旋業者がこれに当たることが多かったが、その

場合も、戦争の拡大とともに人員の確保の必要性が高まり、業者らが

あるいは甘言を弄し、あるいは畏怖させるなど詐欺脅迫により本人た

ちの意思に反して集められることが多く、さらに、官憲が直接これに

加担するなどの事例もみられた。 

 戦地に移送された従軍慰安婦の出身地は、日本を除けば、朝鮮半島

出身者が大きな比重を占めていた。 

３ 業者が従軍慰安婦などの婦女子を船舶等で輸送するに際し、日本

軍は特別に軍属に準じて扱うなどしてその渡航申請に許可を与え、ま

た、日本国政府は身分証明書の発給を行うなどした。 

４ 慰安所の多くは、民間業者により経営されていたが、一部地域に



おいては、日本軍が直接経営していた例もあった。民間業者が経営し

ていた場合においても、日本軍がその開設に許可を与えたり、慰安所

の施設を整備したり、慰安所の利用時間、利用料金、利用に際しての

注意事項等を定めた慰安所規定を定めたりするなど、日本軍は慰安所

の設置、管理に直接関与した。 

 また、従軍慰安婦は、戦地では常時日本軍の管理下に置かれ、日本

軍とともに行動させられ、日本軍は、従軍慰安婦や慰安所の衛生管理

のために定期的に軍医による従軍慰安婦の性病の検査を行うなどして

いた。 

５ 戦線の拡大の後、敗走という混乱した状況の下で、日本軍がとも

に行動していた従軍慰安婦を現地に置き去りにした事例もあった。 

二 原告に関して認定される事実（〈証拠略〉） 

１ 原告は、一九二二年（大正一一年）一一月朝鮮半島の忠清南道で

生まれた女性である。２ 原告は、一九三七年（昭和一二年）、数え

年一六歳のときに親に一〇歳以上離れた男性との結婚を決められ、何

もわからなかったため、初夜の席を嫌って逃げ帰ったが、実家に戻れ

ば婚家に連れ戻されることが確実であったことから、近くの村々で子



守などをして生計を立てていた。 

 そこへ、一九三八年（昭和一三年）頃、初老の朝鮮人女性が現れ、

原告に対し、原告の母の知合いだと称した上、「御国のために戦地に

行って働けば金がもうかる。」、「結婚なんかしなくても一人で生き

ていける。」などと言って戦地での仕事に誘った。 

 原告は、その仕事の内容が性に関係し、まして醜業であることなど

知らされていなかったため、誘いに乗って、戦地で働くことを承諾し

た。 

３ 原告は、朝鮮半島北部の新義州に連れて行かれ、更にそこからは、

同様にその場所に集められていた多数の女性とともに、朝鮮人男性に、

中国大陸の天津を経て、設置作業中の武昌の日本軍陸軍慰安所に連れ

て行かれた。 

 原告は、その慰安所の営業許可直前、泣いて抗ったが、軍医による

性病検査を受けさせられ、営業許可後は、意に沿わないまま従軍慰安

婦として日本軍人の性行為の相手をさせられた。 

 原告がいやになって逃げようとすると、そのたびに慰安所の帳場担

当者らに捕まえられて連れ戻され、殴る蹴るなどの制裁を加えられた



ため、原告は否応なく軍人の相手を続けざるを得なかった。 

４ 軍人が慰安所に来る時間帯は、兵士が朝から夕方まで、下士官が

夕方から午後九時まで、将校がそれ以降と決められており、原告らは、

連日のように朝から晩まで軍人の相手をさせられた。殊に、日曜日は

やってくる軍人の数が多く、また、通過部隊があるときは、とりわけ

多数の軍人が訪れ、原告が相手をした人数が数十人に達することもあ

った。 

５ 軍人の中には、些細なことで激高して原告に軍刀を突きつけたり、

殴る蹴るなどの暴行を加える者もあった。 

 原告は、帳場の担当者、軍人らから繰り返して殴られるうちに、右

耳が聞こえなくなり、また、脇腹に軍人から匕首で切り付けられた刀

傷が残っている。さらに、原告は、武昌の慰安所では「金子」と呼ば

れ、左腕に「金子」の刺青をされたが、現在もこの刺青は残っている。 

 慰安所においては、軍人は避妊具の使用を義務づけられていたが、

使用しない者もあったため、性病にかかり、妊娠する慰安婦もいた。 

６ 原告は、一度妊娠したが、早産のため死産した。その後、一九四

一年（昭和一六年）頃にも妊娠したところ、武昌の慰安所から放逐さ



れ、漢口の海軍の慰安所に連れて行かれた。そこで、出産まで掃除、

洗濯等の雑用をした後出産したが、自分で育てることは不可能であっ

たため、養子に出してその子の養育を委ねざるを得なかった。 

７ 原告は、その後、漢口の別の慰安所に移され、さらに岳州、応山、

長安、蒲圻、咸寧等の各慰安所に移され、一九四五年（昭和二〇年）

の第二次世界大戦の終了時までそれぞれの慰安所で慰安婦として軍人

相手の醜業に就くことを余儀なくされた。 

第四 争点 

一 主要な争点 

１ 国際法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否 

２ 民法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否 

３ 名誉毀損、処罰義務違反及び立法不作為を理由とする国家賠償法

に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否 

二 主要な争点についての原告の主張 

１ 争点１（国際法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）につい

て 

（一）国際慣習法に基づく謝罪及び損害賠償請求 



（１）国際法上の義務（確立された国際慣習法による義務を含む。）

に違反する行為をした国家には、国際不法行為としての国家責任が発

生し、その義務違反によって生じた被害を回復する責任を負う。特に、

右義務違反が重大な人権侵害にあたり、又は強行的性格を有する国際

慣習法規範（ユス・コーゲンス）に違反する場合には、当該加害国は、

国際社会全体ないしは万民に対する義務として、被害者である個人に

対しても直接被害回復を行う責任を負う。この場合、被害者は、権限

ある国内裁判所において効果的な救済を受ける権利をもち、具体的に

は、その属する国家の外交保護権によることなく、自ら直接に加害国

に対して、加害責任者の処罰、被害者個人に対する謝罪、損害賠償等

を請求することができる。 

 このことは、国際慣習法として確立された法理というべきである。

すなわち、国連人権委員会の差別防止・少数者保護小委員会（以下「人

権小委員会」ともいう。）の特別報告者であるテオ・ファン・ボーベ

ン（以下単に「ファン・ボーベン」という。）による最終報告書「人

権と基本的自由の重大な侵害を受けた被害者の原状回復、賠償および

更生を求める権利についての研究」（一九九三年（平成五年）。〈証



拠略〉。以下「ファン・ボーベン報告書」という。）は、重大な人権

侵害にあたる行為の類型として、奴隷制、奴隷制類似行為等を掲げた

上で、その被害回復については、〔１〕原状回復、賠償、満足（事実

の公的な認定と責任の受諾を含む謝罪、違反に責任ある人物を裁判に

かけることなどをその内容とする。）等を含むべきであること、〔２〕

国際法の下で犯罪となるようなある種の人権侵害に対する被害回復に

は、違反者を訴追し処罰する義務が含まれるべきであること、〔３〕

被害回復は、直接の被害者等の個人によって請求できるものであるこ

となどを提言している。右報告は、国際法学者であるファン・ボーベ

ンが人権小委員会からの委託に基づき、被害者の被害回復の権利の内

容について、国際法、国内事情等を調査、研究した上で行った報告並

びに基本原則及び指針の提案であり、その内容は同小委員会でも高く

評価されている。したがって、右報告書の提言内容は、国際社会によ

って認められ、国際慣習法として確立したというべきである。 

 また、前記内容の国際慣習法が確立したことは、国連人権委員会の

特別報告者であるラディカ・クマラスワミ（以下「クマラスワミ」と

いう。）による「人権委員会決議一九九四／四五にもとづく『女性へ



の暴力に関する特別報告者』による戦時の軍事的性奴隷制問題に関す

る報告書」（一九九六年（平成八年）。〈証拠略〉。以下「クマラス

ワミ報告書」という。）が、被告に対し、第二次世界大戦中に日本軍

によって設置されたいわゆる慰安所制度が国際法上の義務に違反した

ことを承認し、その違反の法的責任を受諾することなどを勧告したこ

とによって、いっそう明らかになったというべきである。 

（２）被告は、従軍慰安婦制度を設置、運営し、一九三八年（昭和一

三年）から一九四五年（昭和二〇年）までの約七年間、原告を従軍慰

安婦として、いわば性的奴隷の状態に置いた。すなわち、原告は、一

九三八年（昭和一三年）、まだ一六歳であったが、他の同じ年格好の

多数の女性らとともに平壌に集められたのち、約三年間にわたり武昌

の陸軍専用のいわゆる慰安所において、暴力と脅迫の下でむりやり軍

人の性欲処理の道具とされ、その後、岳州でも同様の生活を強いられ、

さらに安陸、宜昌、沙市、応山、咸寧、長安等の慰安所に連れて行か

れ、また、しばしばそれらの慰安所から特定の部隊付として戦地を進

行させられ、特に過酷な状況下で軍人の性欲処理をさせられた。 

 被告の原告に対する右行為は、〔１〕奴隷の状態又は隷属状態に置



かれない自由を保障した一九二六年（大正一五年）成立の「奴隷条約」

（以下単に「奴隷条約」という。）と同内容の国際慣習法、〔２〕「強

制労働ニ関スル条約」（国際労働機関第二九号条約。昭和七年条約第

一〇号。以下単に「強制労働条約」という。）、〔３〕「人道に対す

る罪」及び通常戦争犯罪行為の禁止と同内容の国際慣習法、〔４〕「醜

業ヲ行ハシムル為ノ婦女売買禁止ニ関スル国際条約」（大正一四年条

約第一八号。以下「醜業条約」という。）等にそれぞれ違反する違法

行為である。 

 そして、奴隷制度及びこれと密接不可分な関係を有する強制労働の

禁止等が国際法におけるユス・コーゲンス（強行規範）としての地位

を占め、これに違反して個人を奴隷又は隷属状態に置くこと等が重大

な人権侵害にあたることは明らかであるから、その被害者である原告

は、加害国である被告に対し、直接謝罪及び損害賠償を請求する権利

を有するというべきである。 

（３）奴隷条約と同内容の国際慣習法違反 

ア 奴隷制の禁止は、二〇世紀初めには既に国際慣習法として確立さ

れていた。 



 すなわち、奴隷制は、人類の歴史とともに古くから存在したが、既

に一九世紀において、一八一四年、一八一五年のパリ平和条約、一八

四一年のロンドン条約、一八六二年のワシントン条約などの奴隷制に

関する条約が存在しており、奴隷制に対する国際機関の取組は、他の

人権問題に比べて早い時期から開始された。 

 国際連盟は、植民地及び委任統治制度下における奴隷制の問題を重

要視し、連盟規約には、「委任統治地域ニオケル原住民ナイシ土民ノ

保護ノウチニ奴隷取引ノ如キ濫用ヲ禁止スル」との規定（二二条）、

「加盟国ハ自国及ビ商工業上ノ関係ガ及ブアラユル領域ニオイテ、公

正カツ人間的ナ労働条件ノ確保並ビニ維持ニ努力スベキ」であるとす

る規定（二三条）を置いた。 

 その後、国際連盟は、一九二二年（大正一一年）、奴隷制に関する

一切の問題を調査するため奴隷臨時委員会を設置し、同委員会は、第

一次報告書において、奴隷制度に関する問題は包括的観点から取り扱

われるべきであるとし、奴隷制に類似する一切の苦役を抑制する措置

を講ずべき必要性を強調した。同委員会の研究を受けて、一九二六年

（大正一五年）には、国際連盟で奴隷条約が採択され、翌一九二七年



（昭和二年）に発効した。 

 第二次世界大戦後も、国際連合は、一九四八年（昭和二三年）の世

界人権宣言四条において、「何人も、奴隷にされ、又は苦役に服する

ことはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形においても禁止す

る。」と宣言し、それまでに確立されていた国際慣習法を確認した。

また、一九五六年（昭和三一年）には「奴隷制度、奴隷取引並びに奴

隷制類似の制度及び慣行の廃止に関する補足条約」が採択され、翌一

九五七年（昭和三二年）に発効した。 

 被告も、一八七一年（明治五年）のいわゆるマリア・ルース号事件

において、国際法上の国家実行として奴隷制度を認めないという意思

を世界に対して宣明した。 

 このような奴隷制に関する各種の条約の存在、奴隷制に対する国際

機関の取組などに照らせば、奴隷制の禁止が、二〇世紀の初めには国

際慣習法として確立し、ユス・コーゲンス（強行規範）となっていた

ことは明らかというべきである。 

 国連人権委員会の差別防止・少数者保護小委員会の特別報告者であ

るゲイ・Ｊ・マクドゥーガル（以下「マクドゥーガル」という。）に



よる最終報告書「武力紛争時における組織的強姦、性奴隷及び奴隷類

似慣行」（一九九八年（平成一〇年）六月。〈証拠略〉。以下「マク

ドゥーガル報告書」という。）は、奴隷制及び奴隷類似慣行の禁止を、

国際慣習法におけるユス・コーゲンス（強行規範）の地位を獲得した

最初の禁止の一つであると位置づけ、この禁止が一九世紀に始まり二

〇世紀の初めまでに国際慣習法として確立していたことは明らかであ

るとしている。 

イ 奴隷条約一条は、「奴隷制度とは、その者に対して所有権に伴う

一部又は全部の権能が行使される個人の地位又は状態をいう。」と規

定する。この点について、マクドゥーガル報告書は、強姦その他の性

暴力による性的アクセスも、同条の「奴隷制度」に含まれるとしてい

る。 

 奴隷条約は、奴隷制度と奴隷取引の禁止を規定しているが、これを

個人の立場から見れば、同条約は、個人が奴隷の状態又は隷属状態に

置かれない自由ないし権利を有することを保障したものと理解するこ

とができる。 

ウ 原告は、「戦地に行ってお国のために働けば金がもうかる。」な



どと騙されて中国大陸に連れて行かれ、従軍慰安婦として、ほぼ監禁

状態の中でときには一日数十人もの兵士に性的行為を強要された。戦

闘地域へも移動させられ、前線の弾が飛び交うような状況のもとでも、

性的行為を強要された。原告は、生命の危険にさらされた状況の下で、

人身の自由、性的自由を徹底的に剥奪され、軍の命じるままに行動を

抑制された。そして、朝鮮語を話すことを禁止され、日本語を話すよ

うに強制され、腕に「金子」という自分の呼び名を刺青されてもいる。 

 したがって、原告が、いわば性的奴隷として奴隷状態又は隷属状態

に置かれていたことは明らかであるから、被告の原告に対する右行為

は、そのような状態に置かれない自由と権利を保障する奴隷条約と同

内容の国際慣習法に違反するものというべきである。 

（４）強制労働条約違反 

ア 一九三〇年（昭和五年）六月二八日開催の国際労働械関第一四回

総会は、「強制労働ニ関スル条約（第二九号）」（以下でも「強制労

働条約」という。）並びに「間接の労働強制に関する勧告（第三五号）」

及び「強制労働の規律に関する勧告（第三六号）」を採択した。 

 被告は、一九三二年（昭和七年）一一月二一日、国際連盟事務局に



右条約の批准登録をした。 

イ 強制労働条約は、強制労働を「或者ガ処罰ノ脅威ノ下ニ強要セラ

レ且右ノ者ガ自ラ任意ニ申出デタルニ非ザル一切ノ労働」と定義した

上（二条一項）、これを「能フ限リ最短キ期間内」に廃止することを

約し（一条一項）、条約が規定する「条件及保障」に従って、「強制

労働ハ経過期間中公ノ目的ノ為ニノミ且例外ノ措置トシテ使用セラル

コトヲ得」るとした（一条二項）。すなわち、強制労働使用は、「労

務ガ現ニ又ハ急迫ニ必要ナルモノナルコト」等の条件を充たす必要が

あるとし（九条）、強制労働に従事する者について、「推定年齢一八

歳以上四五歳以下ノ強壮ナル成年男子ノミ」を対象とすることを定め、

女性や一八歳未満の者を強制労働に従事させることを禁止した（一一

条）。また、期間については、「一二月ノ一期間ニ於テ一切ノ種類ノ

強制労働ニ徴集セラレ得ベキ最長期間ハ労務場所ニ往復スルニ要スル

期間ヲ含ミ六〇日ヲ超ユルコトヲ得ズ」と規定した（一二条一項）。 

 そして、同条約二五条は、この条約に違反した場合に各国に処罰す

べき義務を課している。 

ウ ところで、明治憲法下においても、被告においては国際法の包括



的受容の慣行が成立していた。 

 そして、そもそも条約が国内法に受容され国内で法規として効力を

もつことが承認された以上は国内法と同様に直接適用可能である（自

動執行力をもつ）ことが推定されるべきであるから、一般に条約の直

接適用可能性（自動執行力）の要件とされる主観的要件はそれを排除

する明確な意思がない限り、原則的には要件として満たされていると

考えるべきである。強制労働条約について被告が積極的に直接適用可

能性（自動執行力）を排除したことは窺われないから、主観的要件は

充足されている。 

 また、一般に条約の直接適用可能性（自動執行力）の客観的要件と

しては、〔１〕抽象的概念を含むものでないこと、〔２〕条約の執行

に必要な機関及び手続が定められていることが要求される。まず、〔１〕

の要件は、法治国家原則に根拠を置いているから、司法府、行政府に

広い法の解釈権限が認められて一般的抽象的な国内法が直接適用され

ていた当時の被告においては、緩やかに考えるのが正当である。強制

労働条約の「強制労働」についての規定は十分具体的であり、強制労

働の不法な強制の違法性は明白で被害の回復の必要性は高いから、被



害者の賠償請求権は当然に認められているというべきである。次いで、

〔２〕の要件は、被告においては本件当時既に民事訴訟制度が存在し

ていたのであるから、条約が直接適用可能となる（自動執行力をもつ）

ための機関及び手続は既に具わっていたということができる。 

 したがって、原告は、強制労働条約に基づいて、被告に対し直接損

害賠償請求をすることができると解すべきである。 

エ 原告は、まだ一六歳のときに騙されて中国大陸に連れて行かれ、

言葉も地理も全くわからず、戦場という逃げようにも逃げられない状

況のもとで、約七年間もの長期間にわたり、暴力的制裁などによる威

嚇を受けながら、従軍慰安婦として性的行為を強要された。このこと

が強制労働条約にいう「強制労働」に該当し、原告にこれを強要した

被告の行為が同条約の諸規定に違反することは明らかというべきであ

る。 

（５）人道に対する罪又は通常戦争犯罪と同内容の国際慣習法違反 

ア「人道に対する罪」とは、殺人、殲滅、奴隷化、追放及び戦争前又

は戦争中に犯されたその他の非人道的行為である。その概念は、次の

ように発展してきた。 



 すなわち、武装紛争における行動と武装紛争の犠牲者の保護の原則

を決定している「人道法」は、「赤十字条約」（一八六四年）にその

淵源があるが、その後の戦争手段の進化、戦争規模の拡大及び国際関

係の複雑化に従って、より近代的な法体系として形成されてきた。「戦

地軍隊ニ於ケル傷者及病者ノ状態改善ニ関スル条約」（一九〇六年（明

治三九年））、「戦地軍隊ニ於ケル傷者及病者ノ状態改善ニ関スル千

九百二十九年七月廿七日の『ジュネーヴ』条約」（一九二九年（昭和

四年））と発展し、さらに第二次世界大戦における大量の一般市民を

も巻き込んだ戦闘の経験から、文民の保護を含んだ一九四九年（昭和

二四年）諸ジュネーブ条約が締結されるに至った。これらのジュネー

ブ条約とともに、一九〇七年（明治四〇年）には「陸戦ノ法規慣例ニ

関スル条約」（明治四五年条約第四号。以下「へーグ陸戦条約」とい

う。）が締結され、条約付属書として「陸戦ノ法規慣例ニ関スル規則」

（以下「ヘーグ陸戦規則」という。）が確立された。これらの条約と

その他の国際慣習法は、「国際人道法」と総称される。なお、被告は、

一九一二年（明治四五年）にヘーグ陸戦条約を批准した。 

 国際人道法は、戦争行為において、当事国が人道法として成立した



これら武装紛争行為を規制する規則に違反した場合には、これを「人

道に対する罪」として処罰すべきであるという概念に発展し、遅くと

も第一次世界大戦中には確立された国際慣習法となった。 

 ニュールンベルグ国際軍事裁判所条例六条（ｃ）、極東国際軍事法

廷条例第五条（ハ）も、既に国際慣習法として確立していた「人道に

対する罪」の概念を明文化して確認している。また、ヘーグ陸戦条約

は、「前記規則ノ条項ニ違反シタル交戦当事者ハ、損害アルトキハ、

之カ賠償ノ責ヲ負フヘキモノトス。」と規定しているが（「前記規則」

とは、ヘーグ陸戦規則を指す。）、これは人道に対する罪に違反した

場合の賠償責任を実体法化した規定であると理解することができる

（もっとも、原告は、本件において直接ヘーグ陸戦条約三条に基づい

て損害賠償等を請求するのではない。）。 

イ また、古くから、兵士による女性の強姦、強制売春は、民間人へ

の攻撃等と並んで、通常戦争犯罪行為として禁止されてきた。比較的

最近の成文法としては、一九〇七年（明治四〇年）ハーグ第四条約に

付属する戦争の法規慣例に関する規則四六条が「家ノ名誉及ビ権利」

を尊重すべきことを定めていることにこの禁止が含まれているとされ



てきた。第二次世界大戦時においては、連合国が、この大戦での戦争

犯罪を処罰するために、各国の戦犯法廷の管轄すべき事項をガイドラ

インとして策定したが、その中にも強姦、強制売春が明示されている。 

ウ 前記（３）ウのとおり、被告は原告を、従軍慰安婦として、いわ

ば性的奴隷状態に置いた。被告の原告に対するこのような行為が、「人

道に対する罪」の「奴隷化」に該当し、また、通常戦争犯罪行為とし

ての兵士による女性の強姦、強制売春に該当することは明らかという

べきである。 

（６）醜業条約違反 

ア 一九〇四年（明治三七年）、ヨーロッパの一二か国によって、「醜

業ヲ行ハシムル為ノ婦女売買取締ニ関スル国際協定」が調印された。

一九一〇年（明治四三年）パリにおいて開催された国際会議では、ヨ

ーロッパの一三か国によって、「醜業ヲ行ハシムル為ノ婦女売買禁止

ニ関スル条約」（以下でも「醜業条約」という。）及び最終議定書が

調印された。 

 この二つの条約は、第一次世界大戦後、一九二一年（大正一〇年）

第二回国際連盟総会において可決され、同年九月三〇日、ジュネーブ



において二三か国代表者が署名し、同年、「婦人及児童ノ売買禁止ニ

関スル国際条約」が成立した。 

 被告は、一九二五年（大正一四年）一二月二一日、醜業条約等右の

三条約を批准した。 

 

イ 醜業条約一条は、「何人タルヲ問ハズ他人ノ情慾ヲ満足セシムル

為醜業ヲ目的トシテ未成年ノ婦女ヲ勧誘シ誘引シ又ハ拐去シタル者ハ

本人ノ承諾ヲ得タルトキト雖又右犯罪ノ構成要素タル各行為ガ異リタ

ル國ニ亙リテ遂行セラレタルトキト雖罰セラルベシ」と規定している。 

 もっとも、被告は、この条約が植民地に適用されないと宣言してい

るが、国家自らが直接又は間接に関与するような事態は予想されてお

らず、そのような場合には国内において行われたのと同視されるべき

である。 

ウ 被告は、一九九二年（平成四年）七月に発表した「朝鮮半島のい

わゆる従軍慰安婦問題について」と題する報告書において、従軍慰安

婦制度に対する日本軍の関与を示す文書を公表し、さらに一九九三年

（平成五年）八月に発表した第二次報告書では、従軍慰安婦が集めら



れる過程は総じて強制であったことを認めた。 

 被告は、ある場合は官憲を使い、ある場合は民間業者を利用して、

醜業条約一条が規定する「他人ノ情慾ヲ満足セシムル為醜行ヲ目的ト

シテ未成年ノ婦女ヲ勧誘シ誘引シ又ハ拐去シタル」に該当する行為を

行った。原告も、一六歳のときに、「戦地に行ってお国のために働け

ば金がもうかる。」と騙されて、従軍慰安婦にされ、性的行為を強制

された。 

 このような被告の原告に対する行為が、醜業条約一条に違反するこ

とは明らかというべきである。 

 そして、前記（４）のウにおいて強制労働条約について検討したと

全く同様の理由で、原告は、醜業条約に基づいて、被告に対し直接損

害賠償請求をすることができると解される。 

（二）強制労働条約に基づく損害賠償請求 

 強制労働条約一四条は、「一切ノ種類ノ強制労働ハ労力ガ使用セラ

ルル地方又ハ労力ガ徴集セラルル地方ノ何レカニ於テ類似ノ労務ニ付

通常行ハルル率（其ノ何レガ高キヲ問ハズ）ヨリ低カラザル率ニ於テ

現金ヲ以テ報酬ヲ与ヘラルベシ」として、強制労働を課せられた者が



報酬請求権を有することを規定している。 

 また、同条約一五条は「労働者ノ労働ニ基因スル災害又ハ疾病ニ対

スル労働者補償ニ関スル法令又ハ規則及死亡シ又ハ無能力ト為リタル

労働者ノ被扶養者ノ為ノ補償ヲ規定スル法令又ハ規則ニシテ関係地域

ニ於テ実施セラレ又ハ実施セラルベキモノハ強制労働が強要セラルル

者及任意労働者ニ均シク適用セラルベシ」と規定して、任意労働者と

同様に、労働災害に対する補償を義務づけている。 

 このように同条約によって容認される強制労働に対して報酬が支払

われ、労災補償がされる以上、同条約に違反する違法な強制労働に対

しても当然に報酬の支払及び労災補償がされるべきであるから、強制

労働条約は、違法に労働を強制された被害者に対し、金銭の支払請求

権を付与したものと解すべきである。したがって、前記（一）の（４）

のウのとおり、従軍慰安婦として違法に性的行為を強制された原告は、

加害国である被告に対し、強制労働条約に基づき、損害賠償を請求で

きるというべきである。 

（三）カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約に基づく謝罪及び損害

賠償請求 



 一九四三年（昭和一八年）のカイロ宣言（以下単に「カイロ宣言」

という。）、一九四五年（昭和二〇年）のポツダム宣言（以下単に「ポ

ツダム宣言」という。）及びサン・フランシスコ平和条約（昭和二七

年条約第五号。以下単に「平和条約」という。）に示された朝鮮に関

する規定は、被告に対し、朝鮮の独立の承認だけでなく、植民地支配

下で奴隷状態に置かれていた朝鮮人民が被告の国家権力の不法行為に

より受けた被害を回復する義務をも課したものというべきである。 

 したがって、原告は、被告に対し、右の各規定に基づき、その被害

回復措置として、謝罪及び損害賠償を請求することができる。 

２ 争点２（民法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）について 

（一）民法上の不法行為 

 被告が原告を従軍慰安婦として性的奴隷状態に置き、日本軍が統制

支配する慰安所において日本軍人により強姦等の被害を与えた行為

は、前記１のとおり、国際法上の重大な人権侵害に該当し、ユス・コ

ーゲンス（強行規範）に違反するものである。そして、この国際違法

行為は、仮に国際法規に基づく原告の直接の請求権を基礎づけないと

しても、国内法解釈に当たって違法性を基礎づけることは明らかであ



り、被告の行為は不法行為を構成する。 

 したがって、原告は、被告に対し、民法七〇九条により不法行為に

基づく損害賠償を請求することができるし、民法七二三条により謝罪

を請求することができる。 

（二）国家無答責の原則の不適用 

 国家賠償法（昭和二二年一〇月二七日施行）は、附則六項において

「この法律施行前の行為に基づく損害については、なお従前の例によ

る。」と規定している。そして、明治憲法下においては、行政裁判所

においても「損害要償ノ訴訟」を受理できないものとされ（行政裁判

法一六条）、判例も、国の不法行為責任につき、権力的作用（公法関

係）と非権力的作用（私法関係）とを区別し、権力的作用に基づく損

害については民法の適用を否定し、国の賠償責任を認めないのが一般

であった。そこで、国家賠償法施行前においては、いわゆる国家無答

責の原則が採用され、国又は地方公共団体の権力的作用については私

法である民法の適用はなく、これに基づく国の損害賠償責任はないと

する見解があり、被告はこの見解に依拠している。 

 しかし、被害者が受けた損害が公権力の作用に基づくものかどうか



によって、民法の適用の有無ひいては損害賠償請求の可否が決定され

るべき合理的理由はない。 

 そもそも国家無答責の原則は、これを明文で定めた法律はなく、明

治憲法下における絶対主義的天皇制に由来するものであるが、日本国

憲法は、絶対主義的天皇制の産物であるアジアに対する軍事的侵略及

び植民地支配を否定し、主権在民、基本的人権尊重主義及び恒久平和

主義を三大原則とした。また、前記１の（一）（１）のとおり、重大

な人権侵害行為を行った国家は、国際社会全体ないしは万民に対する

義務として、被害者に対し原状回復、賠償、満足等の被害回復義務を

負うというのが確立された国際慣習法である。 

 したがって、日本国憲法及び右国際慣習法と矛盾なく民法の規定を

解釈すれば、明治憲法下の絶対主義的天皇制に由来する国家無答責の

原則は適用されず、国家が自ら重大な人権侵害行為を行って被害を生

じさせた場合には、それが国家の権力的作用に基づくか非権力的作用

に基づくかにかかわらず、民法の不法行為の規定が適用され、当該国

家は不法行為責任を負うと解すべきである。 

（三）時効ないしは除斥期間の不適用 



（１）民法七二四条後段を長期の消滅時効を定めた規定であると解釈

すればもちろん、仮に除斥期間を定めた規定と解釈したとしても、そ

の適用が正義、公平の理念に反する特段の事情がある場合には、右消

滅時効又は除斥期間の適用は制限されるべきである。 

 最高裁判所も、従前は、民法七二四条後段が規定する二〇年の期間

について、一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権

の存続期間を画一的に定めたものであるとして、具体的事情のいかん

にかかわらず、一定の期間の経過のみをもって請求権が消滅するとし

ていたが（最高裁平成元年一二月二一日第一小法廷判決・民集四三巻

一二号二二〇九頁）、いわゆる予防接種ワクチン禍事件上告審判決（最

高裁平成一〇年六月一二日第二小法廷判決・判例時報一六四四号四二

頁）において、当該事案における具体的事情を考慮して除斥期間の適

用を排除し、いかなる場合であっても二〇年の期間が経過すれば、そ

れによって権利関係が画一的に処理されるのではなく、具体的事情の

いかんによっては、民法七二四条後段の適用が排除され得ることを明

らかにした。 

（２）被告は原告に対し重大な人権侵害を行ったが、前記１の（一）



の（１）のとおり、このような重大人権侵害に対する被害回復義務は、

加害国の国際社会全体に対する責任である。したがって、被告の被害

回復義務は時の経過によって解除される性格のものではなく、その性

質上、消滅時効及び除斥期間は適用されないと解す。べきである。 

「戦争犯罪と人道に対する罪への時効の不適用に関する国際条約」（一

九六八年（昭和四三年）一一月二六日国連採択）は、「国際法上、戦

争犯罪および人道に関する罪については時効が存しないという原則を

確認し、かつ、この原則の普遍的適用を確保することが必要」である

として、戦争犯罪及び人道に関する罪への時効の不適用が国際法上の

原則であることを確認している。また、ファン・ボーベン報告書も、

「重大な人権侵害に対する被害回復に関連する請求は時効法に従うべ

きではないという原則は広く受け入れられなければならない。」とし

ている（同報告にいう「時効法」には、除斥期間も当然に含まれると

いうべきである。）。 

（３）これに加え、被告は、第二次世界大戦終結直後に、従軍慰安婦

制度に関係する公文書の破棄、隠匿を図った。 

 また、被告は、その責任者の処罰を怠った上、一九九二年（平成四



年）まで政府の公的見解として、従軍慰安婦制度に対する被告及び日

本軍の関与を否定するなどして、被害者による事実関係の解明、加害

者の特定及び被害回復請求を妨げてきた。 

 さらに、被告は、一九六五年（昭和四〇年）の日韓協定の締結前に

は、戦争被害者に対する被害回復措置は二国間協定によって解決する

と説明しながら、同協定締結後は、同協定二条三項の「一方の締結国

及びその国民の財産、権利及び利益であってこの協定の署名の日に他

方の締結国の管轄下にある者に対する措置ならびに一方の締結国及び

その国民の他方の締結国及びその国民に対する全ての請求権であって

同日以前に生じた事由に基づくものに関しては、いかなる主張もする

ことができないものとする。」との規定を理由に、日韓協定により日

本と大韓民国との間の請求権問題は全て解決され、日韓両国及び両国

民は相互に請求権に関するいかなる主張もできない、との公的見解を

一九九一年（平成三年）までとり続け、原告ら被害者が被害回復請求

をすることを妨げた。 

 このように、本件では、被告が原告による権利行使を妨げてきたと

いう事情が存在すること、被告の原告に対する行為が、国際法上消滅



時効ないしは除斥期間の適用排除が要請される重大人権侵害であるこ

とを考慮すれば、被告が消滅時効又は除斥期間の適用によってその被

害回復義務を免れることは、正義、公平の理念に著しく反するものと

して許されないというべきである。 

３ 争点３（名誉毀損、処罰義務違反及び立法不作為を理由とする国

家賠償法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）について 

（一）名誉毀損 

（１）労働省職業安定局長清水傳雄（当時）は、一九九〇年（平成二

年）六月六日、参議院予算委員会において答弁し、「従軍慰安婦なる

ものにつきまして、古い人の話等も総合して聞きますと、やはり民間

の業者がそうした方々を軍とともに連れ歩いているとか、そういうふ

うな状況のようでございまして、こうした実態について私どもとして

調査して結果を出すことは、率直に申し上げてできかねると思ってお

ります。」と発言した。 

 また、労働省職業安定局長若林之矩（当時）は、一九九一年（平成

三年）四月一日、同年八月二七日の国会答弁において、「私どもとい

たしましては、朝鮮人従軍慰安婦問題という御指摘でございましたの



で調査をいたしましたが、当時、厚生省の勤労局あるいは国民勤労動

員署というのがございまして、こういうところが動員業務を担当して

いたわけでございますが、当時そこに勤務しておりました者から事情

を聴取いたしました結果、厚生省勤労局も国民勤労動員署も朝鮮人従

軍慰安婦といった問題には全く関与していなかったということでござ

いまして、私どももそれ以上の状況を把握できないということでござ

います。」と従軍慰安婦制度に対する被告の関与を否定する発言をし

た。 

 さらに、内閣官房長官加藤紘一（当時）は、一九九二年（平成四年）

七月、従軍慰安婦制度に対する軍の関与を示す文書が発見された後に

なっても、「募集のしかたについて、（強制連行を示す）資料は発見

されていない。」と述べて、強制連行の事実を否定した。 

 

（２）被告が設置、管理した従軍慰安婦制度の実態は、日本軍による

組織的かつ連続的な強姦であった。それにもかかわらず、右制度に対

する日本軍及び被告の関与を否定し、その強制連行性を否定する趣旨

の発言をすることは、従軍慰安婦が任意に売春行為を行っていたと主



張することにほかならない。したがって、これらの発言は、原告ら従

軍慰安婦とされた女性たちの心を傷つけ、その名誉を毀損する不法行

為を構成するというべきであり、原告は、被告に対し、国家賠償法一

条一項に基づき損害賠償を請求することができ、同法四条、民法七二

三条により謝罪を請求することができる。 

（二）処罰義務違反 

（１）犯罪の被害者は、犯罪行為を処罰する権能をもつ国家に対し、

加害者の処罰を要求することができ、国家はこれに基づいて犯罪者を

処罰する義務を負う。 

 原告は、従軍慰安婦として性的奴隷状態に置かれてきたが、原告を

このような状態に置いた日本軍の責任者の行為は犯罪として処罰され

るべきである。すなわち、右の行為は、〔１〕強姦罪（刑法一七七条）

に該当し、醜業条約及び強制労働条約に違反する通常犯罪であり、〔２〕

「人道に対する罪」を構成する戦争犯罪であるとともに、〔３〕重大

な人権侵害でもあるから、被告はその責任者を処罰する義務を負うと

いうべきである。 

 マクドゥーガル報告書も、勧告のなかで「刑事訴追を確保するメカ



ニズムの必要性」を第一に挙げ、「国連人権高等弁務官は、日本及び

その他の裁判権を有するところで日本の強姦所の設置に関する日本軍

の行為に明らかに関与した残虐行為の責任者の訴追のために働くべき

である。日本が今日生存する『慰安所』の責任者全員を探しだし、訴

追する責任を十分に果たすように、また他の国家が同様にその裁判権

内で犯罪者の逮捕と訴追に助力するためにできるだけのことをすべき

である。」として、責任者処罰の必要性を強調している。 

（２）しかし、被告は、右処罰義務を怠り、現在に至るまで原告の受

けた犯罪行為の加害責任者を処罰していない。責任者が処罰され、原

告を従軍慰安婦として性的奴隷の状態に置いた行為が犯罪であること

が公的に認知されれば、不完全ながらも原告の屈辱は除去され、憤慨

は慰撫され、名誉が回復されて、原告は内心の平穏を取り戻すことが

できる。それにもかかわらず、被告が処罰を行わないために、原告は

本来処罰によって得られる内心の静穏な感情を害されている。 

 そして、公権力の作為義務違反によって、人が内心の静穏な感情を

害され、不安感、焦燥感を抱かされるに至った場合で、その不作為が

内心の静穏な感情に対する介入として、社会的に許容し得る態様、程



度を越え、全体として法的利益を侵害する違法なものと評価されると

きは、不法行為が成立するというべきである。 

 被告は、第二次世界大戦末期及び敗戦直後に、いわゆる慰安所関係

の文書の焼却命令を出して証拠隠滅を図り、その後四〇年以上にわた

って何らの調査もしなかった。国会質疑において従軍慰安婦問題が取

り上げられても、なお十分な調査を行わないまま放置し、被告の責任

を否定する態度に終始した。日本軍の関与を示す文書が発見されては

じめて、ようやく関与の事実を認め、当時の首相が訪韓時に謝罪の言

葉を述べたが、補償については日韓基本条約によって解決ずみである

との態度を崩さなかった。さらに、被告の関与を示す文書が公表され

た後も、強制連行については裏付資料がないと主張し続けた。 

 このように、被告は、責任者の処罰はおろか、その前提となる事実

関係の調査すら行わなかったのであるから、右責任者の処罰義務違反

が、社会的に許容し得る態様、程度を越え、被害者である原告の法的

利益を侵害する違法なものであることは明らかというべきである。 

 したがって、被告が、原告を性的奴隷状態においた責任者を処罰し

ない不作為は原告に対する不法行為を構成し、原告は、被告に対し、



国家賠償法一条一項に基づき損害賠償を請求することができるし、同

法四条、民法七二三条により謝罪を請求することができるというべき

である。 

（三）立法不作為 

（１）人権侵害が重大であり、その救済の高度の必要性が認められる

場合、その是正を図るのは国会議員の憲法上の義務であり、国会議員

には憲法上の立法義務が生じる。また、当該人権侵害が国際法上の重

大人権侵害行為に該当し、ユス・コーゲンス（強行規範）に違反する

場合には、加害国は、国際社会全体ないしは万民に対する義務として、

その義務違反によって生じた被害を回復する責任を負う。したがって、

この場合には、国際法上、右被害回復義務を履行するために法律を立

法する義務が発生し、具体的には、国会は、金銭的賠償のための法制

度の整備や被害者が迅速で効果的な裁判手続を容易に利用できるよう

な法制度を整備する義務を負う。 

 そして、国会が立法の必要性を十分認識し、立法が可能であったに

もかかわらず、一定の合理的期間を経過してもなおこれを放置した場

合には、その立法不作為は違法となる。 



 

（２）従軍慰安婦制度は、植民地及び占領地の未成年女子を対象とし、

甘言、強圧等により本人の意思に反して慰安所に連行し、日本軍の直

接的、間接的関与のもとで、政策的、制度的に日本軍人との性的行為

を強要したものである。これは、日本国憲法が根元的価値を置く個人

の尊重、個人の人格の尊厳を侵害するものでもあり、人権侵害の重大

性とその救済の高度の必要性が存する。 

 ここでは、先行法益侵害に基づく保護義務として条理上の立法義務

も生じたというべきである。 

 そして、一九九三年（平成五年）八月四日付の内閣外政審議室の「い

わゆる『慰安婦』問題について」と題する調査報告書及び内閣官房長

官河野洋平（当時）談話等に照らせば、被告が従軍慰安婦問題につい

て、それが重大な人権侵害であり、被害者を救済する高度の必要性が

あることを認識していたことが明らかである。加えて、この頃には、

第二次世界大戦中に各国家の行為によって犠牲を被った外国人に対す

る謝罪、救済立法等に関する先進諸外国の動向が明らかとなり、被告

が被害者に対する賠償立法という方策を認識していたことも明らかで



あるから、国会は、遅くともこの頃までには明確な立法課題を提起さ

れ、遅くともそれから三年を経過した一九九六年（平成八年）八月末

頃までには、右立法をなすべき合理的期間が経過したということがで

きる。 

 したがって、それ以後、右立法不作為は国家賠償法上達法となるか

ら、原告は、被告に対し、国家賠償法一条一項に基づき損害賠償を請

求することができるし、同法四条、民法七二三条により謝罪を請求す

ることができるというべきである。 

三 主要な争点についての被告の主張 

１ 争点１（国際法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）につい

て 

（一）国際慣習法に基づく謝罪及び損害賠償請求について 

（１）国際法は、国家と国家との関係を規律する法であるから、条約

及び国際慣習法は、第一義的には国家間の権利義務を規定する。した

がって、ある国家が国際法に違反して国家責任を負う場合に、国家責

任を追及できる主体は原則として国家である。このことは、国際法違

反行為による直接の被害者が個人であり、国際法が個人の権利の保護、



確保に関する規定を置いている場合であっても、異ならない。 

 もっとも、例外的に個人の国際法主体性が認められる場合もあるが、

そのためには、その権利義務が国際法に規定されていることに加え、

個人が国家の外交保護権によることなくその名において国際法上の権

利を主張して加害国の責任を追及できるような特別の国際法上の手続

（国際裁判所又は国際機関における当事者適格）が規定されているこ

とが必要である。 

 したがって、条約自体が、権利を侵害された個人に対し、直接国際

法上の手続によってその救済を図る制度を認めているような例外的場

合を除き、個人には国際法上の法主体性が認められないから、個人が

加害国に対して損害賠償等を請求することはできないというべきであ

る。 

 この点について、原告は、被告の国際法上の責任に関し、重大な人

権侵害行為については、被害回復の内容を規定する国際慣習法が形成

されるに至っており、原告が被告に対し、国際法違反行為に基づく責

任者の処罰、被害者個人に対する謝罪及び損害賠償を請求する権利は、

国際慣習法上確立されたものであると主張している。 



 しかし、国際慣習法とは、「法として認められた一般慣行の証拠と

しての国際慣習」（一九四五年国際司法裁判所規程三八条）をいうの

であるが、これが成立するためには、諸国家の行為の積重ねを通じて

一定の国際的慣行が成立していること（一般慣行）及びそれを法的な

義務として確信する諸国家の信念（法的確信）が存在することが必要

とされる。そして、右一般慣行が存在するというためには、国家実行

が反復され、不断かつ均一の慣行となっていること及び当該事項に利

害関係を有する大多数の国家間に慣行が成立していることが必要であ

る。 

 原告は、重大な人権侵害行為をした国家が、被害を受けた個人に対

し直接民事上の損害賠償、謝罪等を履行し、責任者の処罰等を行うと

いった国家実行が反復され、不断かつ均一の慣行になっていることに

ついて、主張する必要があるにもかかわらず、何らこの点について具

体的な主張をしていない。 

 原告は、その主張する内容の国際慣習法が成立したことの根拠とし

て、ファン・ボーベン報告書及びクマラスワミ報告書を援用するが、

それらは、いずれも各報告者の個人的見解にすぎず、国際法上確立し



た考え方とはいえないから、右国際慣習法成立の根拠となるものでは

ない。また、「旧法時代に発生した事実は新法によって影響を受けな

い。」とする法律不遡及の原則は、国際法においても妥当するから、

右各報告書が、本件の当時における国際慣習法成立の根拠となり得な

いことも明らかである。 

 したがって、原告が主張する内容の国際慣習法が成立しているとい

うことはできない。 

 

（２）原告は、被告が従軍慰安婦制度を設置、運営し、原告を従軍慰

安婦として性的奴隷状態に置いたと主張し、この行為が、〔１〕奴隷

条約と同内容の国際慣習法、〔２〕強制労働条約、〔３〕「人道に対

する罪」及び通常戦争犯罪行為の禁止と同内容の国際慣習法、〔４〕

醜業条約等にそれぞれ違反する違法行為であると主張する。 

 しかし、原告が主張する各条約は、いずれも被害者個人の加害国に

対する被害回復請求権を規定するものではなく、これによって原告の

被告に対する損害賠償請求権等が発生するということはできないし、

前記（１）のとおり、被害者個人の加害国に対する被害回復請求権を



認めるような国際慣習法が成立しているともいえない。 

 また、原告は、ヘーグ陸戦条約三条が「人道に対する罪」の違反に

よる賠償責任を実体化した規定であるとも主張するが、同条約三条は、

個人は原則として国際法上の法主体とはなり得ないという前記国際法

の基本原則及び条約の一般的な解釈方法に従って解釈する限り、交戦

当事者である国家が、自国の軍隊の構成員によるヘーグ陸戦規則違反

行為に基づく損害について、相手国に対し損害賠償責任を負う旨を規

定した条項にすぎず、右行為により損害を被った個人の国家に対する

民事上の損害賠償請求権を根拠づけるものと理解することはできな

い。この見解は、赤十字国際委員会が一九四九年八月一二日のジュネ

ーブ条約について解説した「ジュネーブ条約解説１」等の記述にも合

致している。 

（二）カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約に基づく請求について 

 原告は、カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約に示された朝鮮に

関する規定は、被告に対し、朝鮮の独立の承認のみならず、植民地支

配下で奴隷状態に置かれていた朝鮮人民が被告の国家権力の不法行為

により受けた被害を回復する義務をも課したものであると主張する。 



 しかし、カイロ宣言は、第二次世界大戦中、被告と交戦を行ってい

た主要連合国であるアメリカ合衆国、イギリス及び中国の三国の首脳

が、カイロにおいて、重要な対日講和条件について協議した（カイロ

会談）結果を宣言し、日本の領土等の処理に係る原則を宣明し、その

中で朝鮮を独立させるという三国の基本方針を明らかにしたものであ

る。 

 また、ポツダム宣言は、当時、被告と交戦状態にあった主要連合国

の首脳が被告の軍隊に降伏の機会を与える条件等を示した宣言であ

り、その中には、「カイロ宣言ノ条項ハ履行セラルベク」（八項）と

の部分があるが、この文言は、アメリカ合衆国、イギリス及び中国の

三国がカイロ宣言で宣明した日本の領土等の処理に係る原則が履行さ

れるべきこと、すなわち、当時被告の領土の一部であった朝鮮半島に

関しては、朝鮮の独立が認められ、被告から分離されるべきことを要

求したものである。 

 そして、これを受けて被告と連合国との間で締結した平和条約では、

被告の条約上の義務として、「日本国は、朝鮮の独立を承認して、済

州島、巨文島及び欝陵島を含む朝鮮に対するすべての権利、権原及び



請求権を放棄する」旨の規定（二条（ａ））が置かれるに至った。 

 以上のとおり、カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約は、原告な

ど個人の損害の回復を規定したものとはいえない。 

２ 争点２（民法に基づく謝罪及び損害倍賞請求権の存否）について 

（一）民法の不適用及び国家無答責の原則 

（１）原告は、国家による重大な人権侵害行為については、当該国家

は、被害者個人に対し、原状回復、賠償、満足等の被害回復義務を負

うというのが国際慣習法であり、これと矛盾しないように民法の規定

を解釈すべきであるとして、国家が自ら重大な人権侵害行為を行って

被害を発生させた場合には、それが権力的作用か非権力的作用かにか

かわらず、民法の不法行為の規定が適用されるべきであるなどと主張

する。 

 しかし、前記１（一）のとおり、原告が主張する内容の国際慣習法

の成立は認められないから、右国際慣習法と矛盾しないように民法を

解釈すべきであるとの原告の主張は、その前提を欠く。 

 また、国家の権力的作用として実施された行為については、明治憲

法下では国家無答責の原則が妥当したのであるから、民法の不法行為



に関する規定は適用されない。すなわち、明治憲法下においては、行

政裁判法一六条が「行政裁判所ハ損害要償ノ訴訟ヲ受理セズ」と規定

しており、行政裁判所に対して国家賠償請求訴訟を提起する途はなか

った。また、旧民法下では行政裁判所に対するのと同様、司法裁判所

に対して国家賠償請求訴訟を提起することも否定されていた。 

 要するに、行政裁判法と旧民法が公布された明治二三年（一八九〇

年）の時点で、国家の権力的行為については主権無答責の法理を採用

するという国の基本法的政策が確立したのである。 

 大審院の判例も、国家の権力的行為については損害賠償責任を一貫

して否定し（大審院昭和一六年二月二七日判決・民集二〇巻二号一一

八頁）、最高裁判所も、「国家賠償法施行以前においては、一般的に

国に賠償責任を認める法令上の根拠のなかったことは前述のとおりで

あって、大審院も公務員の違法な公権力の行使に関して、常に国に賠

償責任のないことを判示してきたのである。」（最高裁昭和二五年四

月一一日第三小法廷判決・裁判集民事三号二二五頁）と判示している。 

（２）原告が重大な人権侵害にあたると主張する本件行為の態様は、

明らかに明治憲法下において国家の権力的作用として実施された行為



であるから、被告がそれについて民法上の損害賠償責任を負うことは

ない。 

（二）除斥期間の経過 

（１）民法七二四条後段は、不法行為によって発生した損害賠償請求

権の除斥期間を定めたと解するのが相当である。なぜなら、同条は、

不法行為をめぐる法律関係の速やかな確定を意図したもので、同条前

段の三年の時効は損害及び加害者の認識という被害者側の主観的な事

情によってその完成が左右されるが、同条後段の二〇年の期間は被害

者側の認識のいかんを問わず一定の時の経過によって法律関係を確定

させるため請求権の存続期間を画一的に定めたと解するのが相当であ

るからである。したがって、除斥期間の経過による権利消滅の効果は

法律上画一的に生じるものであり、裁判所は、当事者の援用がなくて

も、右期間の経過により請求権は消滅したと判断すべきであるし、権

利の存続期間ともいうべき除斥期間の性質上、信義則違反又は権利濫

用の余地もないというべきである。 

（２）本件では、原告の主張に係る加害行為から、本訴提起前に既に

二〇年以上が経過しているので、民法七二四条後段により、不法行為



に基づく損害賠償請求権は法律上当然に消滅している。 

３ 争点３（名誉毀損、処罰義務違反及び立法不作為を理由とする国

家賠償法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）について 

（一）名誉毀損について 

（１）原告は、労働省職業安定局長清水傳雄（当時）らが、従軍慰安

婦制度に対する日本軍及び被告の関与を否定し、その強制連行性を否

定する趣旨の発言をしたことが、原告を含め従軍慰安婦とされた者た

ちの名誉を毀損すると主張する。 

 しかし、そもそも民事法において、名誉とは、人がその品性、徳行、

名声、信用等の人格的価値について社会から受ける客観的な評価を意

味し（最高裁昭和四五年一二月一八日第二小法廷判決・民集二四巻一

三号二一五一頁）、名誉の侵害とは、右のような人が社会から受ける

客観的な評価を低下させることをいう（最高裁昭和三一年七月二〇日

第二小法廷判決・民集一〇巻八号一〇五九頁）。 

 したがって、言論による名誉の侵害があったといえるためには、人

の社会的評価を低下させるに足りる具体的なものである必要があり、

なお、当該言論により特定人について、前述したような人格的価値に



ついての社会から受ける客観的な評価が低下することが必要である。

当該言論が不特定人を対象とするか、又は具体性を欠く内容の場合は、

特定人について前述した客観的な評価が低下することはあり得ず、こ

のような場合には、言論による名誉の侵害は成立しない。 

 本件では、労働省職業安定局長清水傳雄（当時）らの答弁等の内容

は、従軍慰安婦に関する調査結果などを述べるものにすぎず、これを

聞く（読む）一般市民にとって、原告はもとより特定の人のことを指

して述べていると解することはできない。したがって、これらの発言

によって原告の社会的評価が低下することはあり得ず、原告の名誉が

侵害されたということはできない。 

（２）また、名誉感情は、人が自己自身の人格的評価についてもつ主

観的価値であり、民法七一〇条、七二三条の名誉には含まれないと解

するのが相当である（前掲最高裁昭和四五年一二月一八日判決）。 

 したがって、仮に原告主張の国会答弁等により原告の名誉感情が侵

害されたとしても、原告は被告に対しこれを理由とする損害賠償を請

求することはできない。 

 仮に名誉感情が法的保護の対象になり得るとしても、行為者がした



表示の内容、手段、方法及び表示がなされた時期、場所並びに関係当

事者、殊に被害者の職業、年齢、社会的地位等諸般の具体的事情を総

合的に考察して、その表現態様が著しく下品ないし侮辱的、誹謗中傷

的であるなどその対象者の名誉感情を不当に害し、社会通念上是認し

得ないものであるときに限り、右侮辱は違法性を有し、不法行為を構

成するにすぎないと解すべきである。 

 これを本件について見ると、原告が主張する右国会答弁等は、前述

のとおり、従軍慰安婦問題に関する調査結果等を述べたにすぎず、そ

の表現態様が著しく下品ないし侮辱的、誹謗中傷的であるとは到底い

えない。 

 したがって、原告の名誉毀損を理由とする国家賠償法一条一項に基

づく損害賠償請求は理由がない。 

（二）処罰義務違反について 

 原告は、犯罪の被害者は、処罰権能をもつ国家に対し加害者の処罰

を要求することができ、国家はこれに基づいて犯罪者を処罰する義務

を負っているところ、被告はこの義務に違反し、原告に対する加害責

任者を処罰しておらず、そのため、原告は屈辱、憤慨を除去された平



穏な心情での生活を営む利益及び人格への侵害を受けているが、被告

のこのような不作為は国家賠償法上達法な行為であると主張する。 

 しかし、国は、犯罪の被害者に対して犯罪者に刑罰を課する義務を

負うわけではない。 

 

 わが国の法制度は、起訴権限を持つ検察官に対し、起訴について裁

量権を付与しており（起訴便宜主義、刑事訴訟法二四八条）、少年法

四五条五号のように特に定められた場合を除き、告訴がされている事

件においても検察官は起訴の義務を負うものではない。そして、この

ような法制は、大正一一年に制定された旧刑事訴訟法においても同様

であった（同法二七九条）。 

 そして、被害者又は告訴人は、捜査機関による捜査が適正を欠くこ

と又は検察官の不起訴処分の違法を理由として、国家賠償法の規定に

基づく損害賠償請求をすることはできない。犯罪の捜査及び検察官に

よる公訴権の行使は、国家及び社会の秩序維持という公益を図るため

に行われるものであって、犯罪の被害者の被侵害利益又は損害の回復

を目的としておらず、また、告訴は、捜査機関に犯罪捜査の端緒を与



え、検察官の職権発動を促すにすぎないから、被害者又は告訴人が捜

査又は公訴の提起によって受ける利益は、公益上の見地に立って行わ

れる捜査又は公訴の提起によって反射的にもたらされる事実上の利益

にすぎず、法律上保護された利益ではない（最高裁平成二年二月二〇

日第三小法廷判決・判例時報一三八〇号九四頁）。 

 したがって、被告の処罰義務違反を理由とする原告の請求は主張自

体失当である。 

（三）立法不作為について 

 原告は、国会議員が、憲法及び国際法に基づく立法義務に違反して、

原告を含む同様の境遇にあった者に対する補償立法を行わなかった不

作為は、国家賠償法上違法な行為であると主張する。 

 しかし、国会がいつ、いかなる立法をすべきか、あるいは立法しな

いかについての判断は、国会の裁量事項に属し、仮に国会議員の立法

不作為が、国家賠償法上違法であると評価される場合があるとしても、

それは憲法の一義的な文言に違反しているという容易に想定し難いよ

うな例外的場合に限られるというべきである。ところが、原告が被っ

たと主張する損害について損害賠償及び補償の立法義務が憲法の文言



上一義的に明白であるなどとは到底いえない。 

 しかも、本件に係わる従軍慰安婦問題について国会議員の立法義務

を肯定することはできず、立法不作為が違法の評価を受けるべき理由

もない。 

 したがって、国会の立法不作為を理由とする原告の請求は理由がな

い。 

（四）以上のとおり、原告の国家賠償法に基づく請求はいずれも理由

がないことが明らかであるが、さらに本件では、原告の主張に係る加

害行為から、本訴提起前に既に二〇年以上が経過しているので、国家

賠償法四条、民法七二四条後段により、その損害賠償請求権は法律上

当然に消滅している。 

第五 当裁判所の判断 

一 争点１（国際法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）につい

て 

１ 国際法における一般原則 

 国際法は、国家と国家との法律関係に関し、国際法による規律は、

本来的に国家と国家との間の権利義務を定めるものである。国際法が



個人の生命、身体、財産等の個人的利益を保護しようとする場合にも、

一方で国家に対し個人の権利、利益を侵害してはならないとの義務を

課するとともに、他方でその義務の違反行為に対して被害を受けた個

人の属する国家が外交保護権を行使して被害を与えた他の国家に対し

その個人の損害賠償を請求するという方法によって、間接的に被害者

の救済を図ることを予定しているにすぎないということができる。 

 もっとも、例外的に直接個人に対して権利を与えることを明確に規

定する条約も存在している現在では、国際法が本来的には個人の権利

義務を定めるものでないことを理由に、直ちに個人が国際法に基づい

てその属する国以外の国家に対して権利侵害による被害回復を請求す

ることが許容されないと断じ去ることはできなくなってきている。 

 しかし、そうはいっても、個人による国際法に基づく請求が許容さ

れるのは、あくまでも例外的な場合であって、その権利義務関係を定

めるだけでなく、個人が国家の外交保護権によらず個人の名で国際法

上の権利を主張して加害国の責任を追及することができる国際法上の

手続をも定める特別の国際法規範が存在しなければならないと解され

る。国際法が個人の生活関係又は権利義務関係を規律の対象としたか



らといって、当然に、個人に国際法上の権利主体性が認められ、これ

によって当該個人に直接国際法上何らかの請求権が付与されたと解す

ることはできない。 

 そこで、以下において、右の特別の国際法規範が存在しているかど

うかの問題を特に意識しつつ、原告の主張ひいて原告の請求の当否を

検討することとする。（なお、国際法規に反したことを根拠として一

般の不法行為に基づいてされた原告の請求については、後記二の争点

２についての判断の部分において触れる。） 

２ 国際慣習法に基づく謝罪及び損害賠償請求について 

（一）原告は、重大な人権侵害又はユス・コーゲンス（強行規範）に

違反する行為をした国家が、被害者個人に対し直接被害回復を行う責

任を負い、被害者が加害国に対し、自ら直接に右被害回復の内容とし

て謝罪、損害賠償等を請求する権利をもつことは、国際慣習法上確立

された法理であると主張する。 

（二）ところで、一般に国際慣習法とは、「法として認められた一般

慣行の証拠としての国際慣習」（国際司法裁判所規程三八条一項ｂ）

を指すとされており、ここで原告がいう国際慣習法もこの意義である



と解されるが、これが成立するためには、諸国家の行為の積重ね（国

家実行）を通じて一定の国際慣行（一般慣行）が成立していること及

びそれを法的な義務として確信する諸国家の信念（法的確信）が存在

することが必要であるというべきである。 

 すなわち、国際慣習法は、国際社会の構成員間で行われる特定の国

家実行の積重ね、いわゆる国家間の国際慣行を基礎として形成された

国際法規であり、その妥当範囲が国際社会全体に及ぶことを特徴とし

ているのであるから、大多数の国家間において、特定の国家実行が反

復継続され、不断かつ均一の慣行となっており、かつ、その事項に利

害関係をもつ大多数の国家が、当該国家実行を国際法上の義務又は権

能と認識し確信して行っていることが認められるときに限り、当該国

家実行について国際慣習法の成立を認定することができると解するの

が相当である。 

（三）（１）本件全証拠によっても、第三の二の３ないし７の当時（以

下「本件当時」という。）、重大な人権侵害又はユス・コーゲンス（強

行規範）違反行為を行った国家によって被害を受けた個人が、その属

する国家の外交保護権によらないで、自ら直接に加害国に対して損害



賠償等の国際法上の被害回復責任の履行を求め、加害国がこれに応じ

て被害者個人に対して直接に損害賠償などを行ったという具体的事例

が存在したことは認められないから、このような国際的慣行（一般慣

行）が成立し、かつ、それを法的な義務として確信する諸国家の信念

（法的確信）が存在していたと認めることはできない。 

 したがって、原告の主張する内容の国際慣習法が本件当時成立して

いたと認定することはできないから、その余の点について判断するま

でもなく、国際慣習法に基づく原告の請求は理由がない。 

（２）もっとも、原告は、国連人権委員会の差別防止・少数者保護小

委員会に提出されたファン・ボーベン報告書を前記内容の国際慣習法

が成立した根拠として援用している。 

〈証拠略〉によれば、国連人権委員会の差別防止・少数者保護小委員

会（以下でも「人権小委員会」という。）は、一九八九年（平成元年）

に討議の後、同年第一三号決議として、「人権と基本的自由の重大な

侵害の被害者が、国際的なレベルで適切とされ完全に認められた原状

回復、賠償及び更生を受ける実施可能な権利を持つことを確保するた

めに、国際的な基準をさらに発展させ、現存するギャップを埋めるこ



との重要性を考慮し、小委員会メンバーの一人であるテオ・ファン・

ボーベン氏に人権と基本的自由の重大な侵害の被害者が原状回復、賠

償及び更生を受ける権利に関して研究を行う任務を委託すること」を

決定したこと、その決定に基づいて国際法学者であるファン・ボーベ

ンは研究を進め、人権小委員会に対し、一九九〇年（平成二年）に予

備報告書を提出した後、一九九三年（平成五年）に最終報告書として

ファン・ボーベン報告書を作成提出したこと、同報告書には、前記第

四の二１（一）（１）に記載のとおりの重大な人権侵害に当たる行為

の類型とその被害回復についての提言が記載されていること、しかし、

他方で、同報告書も、「３ 国家責任」の項において、「伝統的な国

際法によっては、加害国は国家間レベルにおいて被害国に対してその

行為の責任を負う。（中略）伝統的な国際法によっては、損害を受け

た主体は、その個人あるいは個人集団でもなく、その個人または個人

集団が国民であるところの国家なのである。この点において、国家は

加害国から損害賠償を請求することができるが、被害者自身は、国際

的な請求を持ち出す立場にない。」として、国際法の一般原則に則し

た国家責任の法理を述べ、国際法のこの分野における通説的見解が、



個人の国際法上の法主体性を肯定するものでないことを示しているこ

と、同報告書の研究の目的の項（１の６）には、「この最終報告書で

ようやく一連の基本的な原則と指針を提案することができたが、これ

らを国連やその他のすべての関係機関が受け入れてくれることを希望

するものである。」との記載があり、最終的な章（９）は「基本的な

原則および指針の提案」と題されていること、同報告書は、重大な人

権侵害を行った国家によって被害を受けた個人が直接に加害国に対し

て損害賠償等を請求し、加害国がこれに応じて被害者個人に対して直

接に損害賠償等を行ったというような具体的事例を特にどの部分にも

挙げていないことが認められる。 

 これらの認定事実によれば、同報告書に記載された提言は、あくま

でも人権と基本的自由の重大な侵害を受けた被害者の原状回復、賠償

及び更生を受ける権利について基本的な原則と指針を積極的に発展さ

せるためにされた意欲的かつ先進的な提案であるというべきであり、

その提言された内容は、国際的に高く評価されて採択されていくべき

ものということはできるけれども、まだ国際法上確立した慣行にまで

至っておらず、諸国家に法的確信とされるに至っていないこともおの



ずから明らかにされているというほかないし、また右報告書自体が事

例に基づいて原告の主張する前記国際慣習法の成立を論証していると

いうこともできない。 

 したがって、同報告書の提言内容が同報告書が人権小委員会に提出

された時点で国際法上国際慣習法となっていたとはいうことはできな

いから、まして本件の一九三八年（昭和一三年）頃から一九四五年（昭

和二〇年）頃までの本件当時において国際慣習法となるに至っていた

とは認められず、同報告書を根拠に原告が主張する内容の国際慣習法

が成立したということはできない。 

（３）また、原告は、その主張に係る国際慣習法が成立している根拠

として、クマラスワミ報告書が被告に対し慰安所制度が国際法上の義

務に違反したことを承認し、その違反の法的責任を受諾することなど

を勧告した事実を主張する。 

 確かに、〈証拠略〉によれば、クマラスワミ報告書は、戦時の軍事

的性奴隷制問題に関して大韓民国、日本国を訪問するなどして研究し

た上で、日本政府に対し、第二次世界大戦中に日本軍により設置され

た慰安所制度が国際法上の義務に違反したことを承認し、その違反の



法的責任を受託することなど一定の行為をするように勧告しているこ

とが認められるが、また、同報告書は、個人による賠償請求権の有無

という見地からの被告の法的責任に関する限りは、専らファン・ボー

ベン報告書の見解を引用し、同報告書が提言した原則に従い、被害者

個人に対する賠償がされるべきことを勧告しているにとどまること、

クマラスワミ報告書は、重大な人権侵害を行った国家によって被害を

受けた個人が直接に加害国に対して損害賠償等を請求したのに対して

加害国がこれに応じて被害者個人に対して直接に損害賠償等を行った

具体的事例を特に掲げていないことが認められ、〈証拠略〉を精査し

ても、同報告書中に、個人を主体とする賠償請求について、本件当時

までに、諸国家の行為の積重ねにより一定の国際慣行が成立していた

ことなど国際慣習法の成立認定に当たり要件とされるべき事実があっ

たことに触れる記述を見出すことはできない。そして、前記（２）の

とおり、ファン・ボーベン報告書の提言内容自体が原告の主張する国

際慣習法成立の根拠となり得ないことをも考慮すると、ここでの当面

の問題に関する限りこれを引用してこれに依拠しているクマラスワミ

報告書の勧告も、右国際慣習法の成立根拠となり得ないというほかは



ない。 

（４）以上によれば、本件当時、原告が主張する被害回復義務の存在

及びその履行についての一般慣行及び法的確信が確立していたとは認

められず、これを基礎づける国際慣習法の成立が認められないから、

その余の点について触れるまでもなく、国際慣習法に基づく原告の請

求は理由がない。 

３ 強制労働条約に基づく損害賠償請求について 

 原告は、強制労働条約一四条、一五条が労働を強制された者に対す

る報酬の支払及び労災補償を義務づけていることをとらえて、強制労

働条約は、違法に労働を強制された被害者個人に対し、加害国に対す

る金銭支払請求権を付与したと理解すべきであり、原告は被告に対し

同条約に基づき損害賠償を請求することができると主張する。 

 そこで検討してみると、我が国においては、一般に条約は公布によ

り当然に国内的効力をもつに至る（憲法七条一号、九八条二項参照）

が、そのことと裁判所がそのまま条約を国内法として直接適用して個

人と国家との間の法的紛争を解決することができるかどうかとは、お

のずから別の問題であるといわざるを得ない。 



 条約は、本来国家間の権利義務関係を規定する国際法の一形式であ

るから、個人と国家との間又は個人と個人との間の権利義務関係に適

用可能なものとして裁判所の判断基準とされるためには、原則的には

国内立法等の国内措置による補充が必要とされる。条約によっては、

そのまま国内法として直接適用可能であるような規定をもつものがあ

るが、条約のうちどの規定がそのまま国内法として適用可能であるか

は、当該条約の個々の規定の目的、内容及び文言並びに関連諸法規の

内容などを勘案して具体的に判断する必要がある。そして、条約の特

定の規定が国内法として直接適用可能であることを肯定するために

は、その規定について、条約の成立過程などから個人の権利義務を定

め直接に国内裁判所で執行可能な内容のものとする締結国の意思が確

認できるといういわば主観的要件と、個人の権利義務が明白、確定的、

完全かつ詳細に規定されその内容を具体化する国内立法等をまつまで

もなく国内的に執行可能であるといういわば客観的要件とがともに認

められることを要すると解すべきである。 

 しかしながら、本件全証拠によっても、強制労働条約とりわけその

一四条、一五条について、右の主観的要件があることも客観的要件が



あることも認められず、殊に、強制労働条約が締結されて以来、同条

約に基づいて国家が違法に強制労働を課せられた個人に対して直接損

害賠償を実行した事例が存在していたことを窺い知ることはできな

い。そうすると、強制労働条約殊にその一四条、一五条が直接個人に

国家に対する何らかの請求権を認めているということはできない。 

 したがって、強制労働条約を根拠とする原告の請求は、その余の点

について判断するまでもなく、理由がないといわざるを得ない。 

４ カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約に基づく請求について 

 原告は、カイロ宣言、ポツダム宣言及び平和条約に示された朝鮮に

関する規定は、日本国に対し、朝鮮の独立の承認だけでなく、植民地

支配下で奴隷状態に置かれていた朝鮮人民個人が被告の国家権力の不

法行為により受けた被害を回復する義務をも課したものであるとの主

張をしている。 

 しかしながら、日本国と交戦していた連合国のうちの主要国であっ

たアメリカ合衆国、イギリス及び中国の三か国の首脳が、第二次世界

大戦中にカイロにおいて会談し、対日講和条件に関して協議したが、

その結果を宣言したのがカイロ宣言であること、同宣言には、「各軍



事使節は、日本国に対する将来の軍事行動を協定した。」、「同盟国

の目的は、千九百十四年の第一次世界戦争の開始以後に日本国が奪取

し又は占領した太平洋におけるすべての島を日本国からはく奪するこ

と、並びに満州、台湾及び膨湖島のような日本国が清国人から盗取し

たすべての地域を中華民国に返還することにある。」、「前記の三大

国は、朝鮮の人民の奴隷状態に留意し、やがて朝鮮を自由独立のもの

にする決意を有する。」との文言があるが、それ以上に朝鮮又は朝鮮

人民について触れた文言がないことは、公知の事実である。 

 そうすると、同宣言は、当時日本国が支配していた満州、台湾等の

地域の返還、朝鮮の独立など、対日講和条件のうち主として当時日本

国の領土とされていた地域の処理に関する三か国の基本方針を表明し

たものであることが明らかである。同宣言の趣旨、文言と対比してみ

ると、それ以上に同宣言が日本国に朝鮮人民個人に対する損害賠償等

の義務を負わせたものと解することは、無理であるというしかない。 

 したがってまた、同宣言を受けて発せられたポツダム宣言八項の「カ

イロ宣言の条項は、履行せらるべく」との文言の趣旨も、三か国がカ

イロ宣言により宣明した右基本方針が履行されるべきこと、すなわち



朝鮮の独立などを日本国に要求したにとどまると解される。 

 

 さらに、ポツダム宣言を受けて締結された平和条約の二条（ａ）の

「日本国は、朝鮮の独立を承認して、済州島、巨文島及び欝陵島を含

む朝鮮に対するすべての権利、権原及び請求権を放棄する。」との文

言も、同様に、日本国の条約上の義務として朝鮮の独立などを締結国

との間で合意したにとどまると解するほかはない。すなわち、右規定

は、朝鮮の独立を承認し、朝鮮に属すべき領土と人に対する主権（い

わゆる領土主権と対人主権）を放棄することを定めているにすぎない

というべきであり、日本国の朝鮮人民に対する直接の被害回復義務を

うたったと解することは無理としかいいようがない。 

 そうすると、右の各宣言及び条約が、原告主張のような被告の原告

に対する損害賠償義務等の根拠となり得ないことは明らかであるか

ら、右各宣言及び条約に基づく原告の請求も理由がない。 

二 争点２（民法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）について 

１ 原告は、原告が従軍慰安婦として受けた被害は、重大な人権侵害

に係る国家の違法行為に基づくものであるから、国際慣習法上、被告



は原告個人に対し原状回復、賠償、満足等の被害回復義務を負ってお

り、右国際慣習法と矛盾しないように民法の規定を解釈すれば、国家

が自ら重大な人権侵害行為を行い被害を生じさせた場合には、民法の

不法行為の規定の適用により、被害者である個人は、当該加害国に対

し、不法行為に基づき損害賠償を請求できると主張する。 

 しかしながら、そもそも、国家賠償法の施行前においては、国の賠

償責任を認める法令上の根拠はなく、明治憲法下の本件当時において

は、個人が国家の権力的作用によって損害を受けても、私法である民

法は適用されず、国は民法七〇九条などに基づく不法行為責任を負わ

ないという国家無答責の原則が妥当していたことが明らかである。 

 すなわち、明治憲法下においては、権力的作用によって個人の損害

が発生したとしても、民法の適用はなく、国の賠償責任を認めた法律

もなく、また、行政裁判法一六条は、「行政裁判所ハ損害要償ノ訴訟

ヲ受理セズ」と規定し、行政裁判所に対して国家賠償請求訴訟を提起

することもできなかった。このため、権力的作用に基づく損害につい

ては国の賠償責任は否定されてきた（大審院昭和一六年二月二七日判

決・民集二〇巻二号一一八頁参照）。最高裁判所によっても、「国家



賠償法施行以前においては、一般的に国に賠償責任を認める法令上の

根拠のなかったことは前述のとおりであって、大審院も公務員の違法

な公権力の行使に関して、常に国に賠償責任のないことを判示してき

たのである。」（最高裁昭和二五年四月一一日第三小法廷判決・裁判

集民三号二二五頁）と判示されている。 

 そして、国家賠償法附則六項には、「この法律施行前の行為に基づ

く損害については、なお従前の例による。」との経過規定があるから、

日本国が同法施行前である本件当時に個人に対しその権力的作用によ

って生じさせた損害を民法七〇九条の規定によって賠償すべき責任を

負担すると解することは無理である。 

 原告により重大な人権侵害とされる本件行為の態様は、明らかに最

高裁判決のいう「公権力の行使」に該当する国家の権力的作用による

ことも否定しようがない。 

 したがって、本件当時の行為について被告が原告に対し損害賠償責

任を負う可能性は排除されるから、原告の民法七〇九条に基づく請求

は、その余の点について判断するまでもなく、理由がない。 

２ その上、原告の請求に係る請求権は、二〇年の除斥期間が経過し



た時点で法律上当然に消滅したというべきである。 

 すなわち、原告が、本件行為時である一九三八年（昭和一三年）頃

から一九四五年（昭和二〇年）頃までの時点から既に二〇年以上経過

した後の平成五年四月五日に本件訴訟を提起したことは記録上明らか

であるから、原告の請求権は、右二〇年の除斥期間が経過した時点で

法律上当然に消滅したものといわざるを得ない。したがって、原告の

民法七〇九条に基づく請求は、この点からも、理由がない。 

 もっとも、原告は、この点について、いわゆる予防接種ワクチン禍

事件上告審判決（最高裁平成一〇年六月一二日第二小法廷判決・判例

時報一六四四号四二頁）を引用し、同判決は、当該事案における具体

的事情のいかんによって、民法七二四条後段の除斥期間の適用が排除

されることを明らかにしたものであると主張する。 

 しかしながら、民法七二四条が不法行為をめぐる法律関係の速やか

な確定をその趣旨としていることを考えると、同条後段は、不法行為

によって発生した損害賠償請求権の除斥期間を定め、被害者側の認識

のいかんを問わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため

請求権の存続期間を画一的に定めたものと解するのが相当である（最



高裁平成元年一二月二一日第一小法廷判決・民集四三巻一二号二二〇

九頁参照）。原告引用の最高裁平成一〇年判決は、前記最高裁平成元

年判決の例外を認めているが、不法行為の被害者が不法行為の時から

二〇年経過する前六か月内において不法行為を原因として心神喪失の

常況にあるのに法定代理人を有しなかった場合において、その後され

た禁治産宣告に伴い就職した後見人が六か月内に損害賠償請求権を行

使したなど特段の事情があるときに限局して、民法一五八条の法意に

照らし、民法七二四条後段の効果は生じないとしたのであり、あくま

でも前記最高裁平成元年判決の枠組が維持された上で、不法行為を原

因として心神喪失の常況にある者について特別な事情のある場合に限

定してその例外が認められたにすぎない。したがって、その判例とし

ての適用範囲は極めて狭いというべきであり、原告の主張するように

除斥期間の適用を当該事案の具体的事情によって制限することを広く

認めたものとは解されず、原告が前記第四の二１（二）の（２）及び

（３）において主張する事実が全部証明されたと仮定しても、なお右

の判例に準じて民法七二四条後段の効果が生じないとされる特段の事

情があるとはいえない。 



 また、除斥期間の性質を考えると、右二〇年の期間が経過したこと

により当然に本件請求権が消滅したものと判断され、これに信義則違

反又は権利濫用の法理を適用する余地はないといわなければならない

（前記最高裁判所平成元年判決参照）。 

三 争点３（名誉毀損、処罰義務違反及び立法不作為を理由とする国

家賠償法に基づく謝罪及び損害賠償請求権の存否）について 

１ 名誉毀損について 

（一）原告は、労働省職業安定局長清水傳雄（当時）らが、従軍慰安

婦制度に対する日本軍及び被告の関与を否定し、その強制連行性を否

定する趣旨の発言をしたことは、従軍慰安婦が任意に売春行為を行っ

ていたと主張したことにほかならないから、右発言は、原告を含め従

軍慰安婦とされた者の心を傷つけ、その名誉を毀損する不法行為を構

成し、被告は国家賠償法上の損害賠償義務、謝罪義務を負うと主張す

る。 

 ところで、そもそも名誉とは、人がその品性、徳行、名声、信用等

の人格的価値について社会から受ける客観的な評価をいい、名誉毀損

の成否は、一般人の通常の注意と読み方（聞き方）とを基準にして、



右のような社会的評価が低下させられたかどうかによって判断される

べきである（最高裁昭和三一年七月二〇日第二小法廷判決・民集一〇

巻八号一〇五九頁、最高裁昭和四五年一二月一八日第二小法廷判決・

民集二四巻一三号二一五一頁参照）。 

 したがって、言論による名誉の侵害があったといえるためには、そ

の言論が人の社会的評価を低下させるに足りる具体的なものである必

要があり、かつ、当該言論により特定人について前記人格的価値に係

る客観的な社会的評価が低下させられたことが必要であると解すべき

である。 

（二）そこで本件について検討してみると、原告の主張によれば、労

働省職業安定局長清水傳雄（当時）の参議院予算委員会における答弁

の内容は、「慰安婦なるものにつきまして、古い人の話等も総合して

聞きますと、やはり民間の業者がそうした方々を軍とともに連れ歩い

ているとか、そういうふうな状況のようでございまして、こうした実

態について私どもとして調査して結果を出すことは、率直に申し上げ

てできかねると思っております。」というものであり、労働省職業安

定局長若林之矩（当時）の参議院予算委員会における答弁の内容は、



「私どもといたしましては、朝鮮人従軍慰安婦問題という御指摘でご

ざいましたので調査をいたしましたが、当時、厚生省の勤労局あるい

は国民勤労動員署というのがございまして、こういうところが動員業

務を担当していたわけでございますが、当時そこに勤務しておりまし

た者から事情を聴取いたしました結果、厚生省勤労局も国民勤労動員

署も朝鮮人従軍慰安婦といった問題には全く関与していなかったとい

うことでございまして、私どももそれ以上の状況を把握できないとい

うことでございます。」というのであり、平成四年七月の官房長官加

藤紘一（当時）の発言の内容は、「募集のしかたについて（強制連行

を示す）資料は発見されていない。」というものであり、〈証拠略〉

によれば、右の三名の各発言内容は原告の主張どおりであったことが

認められる。 

 そこで、右の三名の各発言内容を通常の一般人の注意と読み方（聞

き方）に照らして判断すれば、右の各発言は、いずれも被告の従軍慰

安婦制度に関する調査結果をその段階ごとに述べているものにすぎ

ず、発言内容自体からも、各発言に係る調査は相当限界のある不十分

なものであったことが明らかにされており、各発言内容は具体性がな



く、原告を含む特定の人々に関して述べられたものと理解することは

難しく、まして、原告主張のように従軍慰安婦であったとされる人々

が任意に売春行為を行ったなどの趣旨を含むと理解することは不可能

である。 

 したがって、これらの発言によって原告に対する社会的評価が低下

したということはできず、原告の名誉が侵害されたとはいえない。 

（三）なお、原告は、前記三名の発言が原告ら従軍慰安婦とされた人々

の心を傷つけるものであると主張しており、その趣旨は、これらの発

言が原告らの名誉感情を侵害することを主張する趣旨とも解される。 

 しかし、そもそも名誉感情は、人が自己自身で与える人格的価値に

対する評価であって、主観的な領域に属する問題であり、法的保護の

対象となると考えることは難しく、名誉感情は基本的に民法七一〇条、

七二三条の名誉に含まれないと解される（前掲最高裁昭和四五年一二

月一八日判決参照）。もっとも、表現態様が社会通念上許される限度

を超えた侮辱行為によって名誉感情が侵害された場合には、その行為

は不法行為を構成すると解することができるが、前記（二）において

認定した各発言内容が社会通念上是認し得ないような表現態様の侮辱



行為であると認めることはできない。 

 したがって、原告が前記発言によって名誉感情が害されたことを理

由に損害賠償を請求できるとは考えられない。 

（四）以上によれば、原告が前記国会答弁等によって心を傷つけられ、

その名誉を毀損されたことを理由とする損害賠償請求、謝罪請求は、

理由がないというべきである。 

２ 処罰義務違反について 

 原告は、被告が原告に対する加害責任者を処罰しないことが、原告

の平穏な心情で生活を営む利益及び人格の侵害にあたり、違法と評価

されるから、原告は被告に対し、国家賠償法一条一項により損害賠償

を請求することができるし、同法四条、民法七二三条により謝罪を請

求することができると主張する。 

 しかしながら、犯罪の捜査及び検察官による公訴権の行使は、国家

及び社会の秩序維持という公益を図るために行われ、犯罪の被害者の

被侵害利益ないしは損害の回復を目的とするものではないから、国は

被害者個人に対して犯罪者の処罰義務を負うわけではなく、犯罪の被

害者等が捜査又は公訴提起によって受ける利益は、公益上の見地に立



って行われる捜査又は公訴の提起によって反射的にもたらされる事実

上の利益にすぎず、法律上保護された利益ではないというべきである。

したがって、犯罪の被害者は、捜査機関による捜査が不適切であり、

又は検察官が起訴処分をしないからといって、国家賠償法に基づく損

害賠償を請求することはできないというべきである（最高裁平成二年

二月二〇日第三小法廷判決・判例時報一三八〇号九四頁参照）。 

 そうすると、その余の判断をするまでもなく、処罰義務違反を理由

とする原告の損害賠償請求、謝罪請求は理由がない。 

３ 立法不作為について 

（一）原告は、国会議員が、憲法及び国際慣習法に基づく立法義務に

違反して、原告を含む同様の境遇にあった者に対する補償立法を行わ

ないことは、国家賠償法上違法であるから、原告は被告に対し、同法

に基づき損害賠償と謝罪を請求することができると主張する。 しか

しながら、憲法が採用する議会制民主主義の下においては、国会は、

我が国に存在する様々な意見及び利益を立法過程に公正に反映させ、

議員の自由な討論を通してこれを調整し、究極的には多数決原理によ

り統一的な国家意思を形成するという役割を担っているということが



できる。議会制民主主義が適正かつ効果的に機能するためには、国会

議員の立法行為の内容にわたる実体的側面に係る立法過程における行

動は、国会議員各自の政治的判断に任せられ、その当否は終局的には

国民の自由な言論等の政治的評価に委ねられていると考えられる。つ

まり、国会議員の立法行為は、本質的に政治的なものであって、その

性質上法的規制の対象になじまず、特定の個人に対する損害賠償責任

の有無という観点から、あるべき立法行為を想定して具体的立法行為

又は立法不作為の適否を法的に評価するということは、基本的に許さ

れないというほかはない。したがって、国会がいつ、いかなる立法を

すべきか、又は立法しないかについての判断は、国会の政治的裁量に

委ねられ、国会議員は、立法に関しては、原則として、国民全体に対

する関係で政治的責任を負うにとどまり、個別の国民の権利に対応し

た関係での法的義務を負わないというべきであって、国会議員の立法

不作為が国家賠償法上違法であると評価されるのは、憲法の文言上国

会が当該立法をすることが一義的に明白であるのにもかかわらず国会

があえて立法を怠っているというような、容易に想定し難い例外的な

場合に限られると解すべきである（最高裁昭和六〇年一一月二一日第



一小法廷判決・民集三九巻七号一五一二頁参照）。 

 確かに、本件において、従軍慰安婦とされた人々の体験と境遇に思

いをめぐらすと、言語に尽くし切れない苦痛と悲惨さを伴ったであろ

うことが推測されるから、立法によりこれらの人々に対し国の手によ

り何らかの救済を講ずる手段を創設することは、立法裁量上の選択肢

の一つであり得るということができる。しかし、だからといって、憲

法の明文からもその解釈からも、原告主張のような形での補償立法義

務が存在することが一義的に明確であるとすることはおよそ無理であ

るというしかなく、そのような補償立法がされないからといって国家

賠償法上違法視されるべき謂われはなく、結局、この点に関する原告

の主張は採用することができない。 

（二）また、原告は、国家の行為が重大な人権侵害行為に該当し、ユ

ス・コーゲンス（強行規範）に違反する場合には、当該国家は、国際

社会全体又は万民に対する義務として、その義務違反によって生じた

被害を回復する責任を負うのが国際慣習法であるから、右国際慣習法

によっても補償立法義務が発生すると主張しているようにも解され

る。 



 しかしながら、前記一の２（二）において詳述したとおり、国際慣

習法が成立するためには、諸国家の行為の積重ねを通じて一定の国際

慣行（一般慣行）が成立していること及びそれを法的な義務として確

信する諸国家の信念（法的確信）が存在することが必要であると解す

るのが相当である。しかし、本件において、右の国際慣習法と主張さ

れるものについて、これらの一般慣行の成立と法的確信の存在は主張

立証されているとはいえないし、国家の立法義務が個人に対する関係

で成立する理由についての主張立証もない。 

 そうすると、これに基づく立法義務が生じるとする原告の主張は、

その立論の前提を欠き、理由がないものといわざるを得ない。 

（三）したがって、国会議員の立法不作為を理由とする原告の損害賠

償請求は、理由がないというべきである。 

第六 結論 

 以上によれば、本件請求はいずれも失当として棄却を免れない。 

（裁判官 成田喜達 山崎勉 中丸隆） 

 

別紙〈略〉 



 

   

  

  

 


